
委託業務処理要領 

 

 後志合同庁舎等消防設備保守点検業務については、契約書によるほか、この要領に定めるとこ

ろにより処理するものとする。 

 

１ 業務処理責任者及び業務処理計画書 

(１) 業務処理責任者等の選定 

契約締結後、速やかに業務処理責任者及び業務担当技術者を選定し、書面により業務担

当員に提出すること。 

(２) 業務処理計画書の提出 

業務を実施するときは、予め実施時間、実施箇所等を記載した「業務処理計画書」を業

務実施の 14日前までに業務担当員に提出すること。 

 

２ 業務対象設備 

  別紙「保守点検設備一覧」のとおり。 

 

３ 定期点検の時期 

  総合点検（機器点検を含む） 令和８年（2026年）７月 

  機器点検          令和９年（2027年）１月 

 

４ 業務の内容 

(１) 定期点検業務 

ア 点検時には、各消防設備等について消防法（昭和 23年法律第 186号）第 17条の３の３

及び平成 16 年消防庁告示第９号による総合点検及び作動点検、機器点検を行うものとす

る。 

   イ 各点検の基準は、昭和 50年消防庁告示第 14号による。 

ウ 点検を実施したときに提出する点検票の様式は、昭和 50年消防庁告示第 14号の定めに

よる。 

(２) 臨時点検業務 

受託者は、(１)の定期点検以外の場合であっても、北海道が機器に異常を認めてその点

検及び調整を請求したときは、遅滞なく、必要な措置をとること。 

(３) その他、設備の維持に必要な小破修繕及び清掃 

 

５ 受託者の負担とする部品及び資材 

(１) 点検及び清掃に必要な資材 

各種点検機材、ウエス、ベンジン、アルコール及びその他 

(２) 維持に必要な小部品 

ヒューズ、パッキン、乾電池、表示ランプ、リード線及びその他 

 

６ 点検結果報告書 

  業務終了後、書面により速やかに点検結果を業務担当員に報告すること。 


